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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

総 務 部 総務事務センター

運営費

180,022 県の内部管理業務の効率化・省力化を図るた

め､ 職員への給与支給等の総務事務を集中処理

するのに要する経費

集中処理移行日 平成19年４月１日

私立学校助成費 5,464,337

� 私立学校経

常費補助

5,142,818 私立学校経常費補助 5,002,612

補助金交付先 学校法人等

補助単価 (園児・生徒一人当たり)

中学校 286,446円

高等学校 316,384円

幼稚園

学校法人 160,652円

学校法人以外 60,943円

専修学校及び各種学校

学校法人 27,196円

学校法人以外 12,299円

私立学校教職員共済費補助 37,190

補助金交付先 日本私立学校振興・共済

事業団

補 助 率 標準給与年額の ５
1000

私立学校教職員退職金財団補助 103,016

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 標準給与年額の 22
1000

� 私立幼稚園

特別支援教育

費補助

43,120 心身障害児教育を行う幼稚園の運営費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立高等学

校授業料軽減

補助

123,648 補助金交付先 学校法人

補助対象及び補助単価
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� 補助単価は学年進行により適用

� 特色教育支

援経費補助

143,747 国際化の推進､ 預かり保育事業等､ 私立学校

における特色ある教育の推進に要する経費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立高等学

校施設高度化

推進事業費補

助

8,256 私立高等学校の老朽校舎の建替えを行うのに

要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補助対象経費 日本私立学校振興・共済

事業団からの借入金利子

の法人負担額

補 助 率 １
２ (ほかに国定率)

� 私立幼稚園

運営研究活動

費補助

800 私立幼稚園における少子化時代にふさわしい

運営方策の検討を通じ就園率の向上等を図るた

め､ 保護者及び幼稚園教職員を対象とした研修

等を実施するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 県私立幼稚園連合会

補 助 率 １
２

� その他 1,948 私立学校振興活動費補助 1,100

私立高等学校交通遺児等授業料減免補助 648

第46回東北地区私学教育研修会開催費補助 (新

規) 200

消防広域化推進計

画策定事業費

(新規)

1,000 消防組織法及び消防庁長官が定める基本指針

に基づき､ 消防の広域化の推進等に関する計画

を策定するのに要する経費

市町村発･元気な

あおもりづくり支

援事業費補助

200,000 市町村の自主的､ 自立的な地域経営の確立を

促進するため､ 市町村が自発的に創意工夫して

実施する事業に要する経費に対する補助
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補 助 対 象 補助単価 (月額)

生活保護法による保護世帯
1学年 19,800円
2､3学年 19,200円

市町村民税非課税世帯
1学年 9,900円
2､3学年 9,600円

市町村民税所得割の非課税世帯
1学年 4,950円
2､3学年 4,800円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

補助金交付先 市町村及び広域連合その

他市町村に準ずる団体

補 助 率 通常事業 １
２

特認事業 ２
３

補 助 限 度 額 通常事業 3,000 (合併市

町村は5,000)

特認事業 10,000

市町村合併支援特

別交付金

1,576,670 市町村合併を推進するため､ 合併に伴い必要

となる臨時的な事業の実施を支援するのに要す

る経費

交付金交付先

平成17年３月31日までに合併した市町村

(以下､ 旧法期限内合併市町村) 及び平

成17年３月31日までに県へ合併申請を行

い､ 平成18年３月31日までに合併した市

町村 (以下､ 経過措置適用合併市町村)

交 付 限 度 額

旧法期限内合併市町村

５億円＋ (ｎ×１億円)

経過措置適用合併市町村

４億円＋ (ｎ×１億円)

(いずれも､ ｎは合併関係市町村数－２)

交付対象事業

市町村建設計画に掲げられた合併に伴い

必要となる臨時的な事業､ 合併の日以前

に着手する合併に向けた電算システム統

合関連事業

交 付 期 間

原則として､ 合併が行われた年度及びこ

れに続く５年度間

中核病院経営健全

化対策費補助

131,000 ｢青森県自治体病院機能再編成指針｣ におい

て中核的な病院として位置付けられた病院が､

国の第５次病院事業経営健全化措置に基づいて､

不良債務を計画的に解消するのに要する経費に

対する補助

補助金交付先 むつ市
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補 助 率 むつ総合病院の不良債務

解消のため一般会計から

繰り出した額の１４

選 挙 管 理

委 員 会

県議会議員選挙費 811,468 平成19年４月29日に任期満了となる県議会議

員の選挙に要する経費

参議院議員選挙費 952,882 平成19年７月28日に任期満了となる参議院議

員の選挙に要する経費

知事選挙費 810,539 平成19年６月28日に任期満了となる知事の選

挙に要する経費

企画政策部

県土整備部

ゆきナビあおもり

プロジェクト推進

事業費

21,326 ユビキタスネットワーク社会の実現に向け､

携帯電話等を通じて公共交通情報や道路情報等

を入手できる総合交通情報システムの開発に要

する経費

企画政策部 青森県 ｢人口減少

社会モデル｣ 構築

事業費 (新規)

3,600 人口減少社会に対応し､ 安定した明るい地域

社会の形成を図るため､ 長期的視点に基づく本

県の望ましい将来像を地域別､ 分野別に提示し､

これに向けた今後の取組みのあり方を検討する

のに要する経費

いつでもどこでも

広報推進事業費

(新規)

31,856 多様な広報媒体を活用しながら県政に関する

情報を積極的に発信し､ 県民と行政が情報を共

有できる体制の整備に要する経費

�県ホームページＣＭＳ (コンテンツ・マネ

ジメント・システム) 導入費 22,366

�県ＳＮＳ (ソーシャル・ネットワーキング・

サービス) 構築費 1,113

�携帯アンケート実施費 855

�メディアミックス型広報・広聴推進費

4,400

�メディアリテラシー向上費 3,122

地域から創る元気

青森推進事業費

26,507 地域県民局において各地域の特定課題を検討

するため､ 県､ 市町村及び地域住民で構成され

る地域活性化協議会の運営並びに施策の企画・

立案及び総合調整に要する経費

�地域活性化協議会費 8,507

�地域活性化推進費 (新規) 18,000
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